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○郡上市森林管理道等緊急整備事業補助金交付要綱 

令和６年４月１日告示第74号 

改正 

令和７年４月１日告示第128号 

令和８年６月19日告示第121号 

郡上市森林管理道等緊急整備事業補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この告示は、森林管理道等緊急整備事業を行う者に対し、予算の範囲内において

補助金を交付することについて、岐阜県補助金等交付規則（昭和57年岐阜県規則第８号）、

岐阜県森林・林業対策事業補助金交付要綱（平成18年４月１日付け林第７号林政部長通

知）、岐阜県森林整備事業実施要領（平成13年４月２日付け森第１号農山村整備局長通

達）、岐阜県森林作業道実施基準（平成23年６月２日付け森第289号林政部長通知）及

び郡上市補助金等交付規則（平成16年郡上市規則第39号。以下「市規則」という。）に

定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において森林管理道とは、主伐又は間伐による木材の集材、搬出及び主

伐後の再造林、保育施業等、継続的な森林の維持管理に用いられる作業道、作業路をい

う。 

（補助対象者） 

第３条 この告示の補助金を受けることができる者は、次の各号のいずれにも該当する者

で市長が適当と認めたものとする。 

(１) 次条に規定する事業を行う市内在住の森林所有者、市内に事業所を置く林業事業

体及び森林組合 

(２) 県指針等の定める構造を有する森林作業道等開設を実施する者 

(３) 市内の民有林施業地で森林作業道等開設を実施する者 

(４) 森林施業計画若しくは森林経営計画の認定を受けた者又は特定間伐等促進計画

に間伐実施主体として定められた者 

（補助対象事業費） 

第４条 補助対象事業費とは、県が査定した事業費とする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、前条に規定する補助対象事業費の100分の90以内の額とする。た

だし、森林の集積・集約化実証事業（森林の集積・集約化実証事業実施要領（令和７年

12月16日７林整森第207号林野庁長官通知）に規定する森林の集積・集約化実証事業を

いう。）は、100分の100以内の額とする。なお、国又は県の補助対象事業にあっては、

補助対象事業費に対して国県補助金及び交付金を加えるものとする。 

２ 前項の補助金額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

（事前確認） 

第６条 補助金を受けようとする者（以下「事業者」という。）は、交付申請前に郡上市

森林整備計画等に示す市政策方針に沿った路網整備の事業計画書等を書面により事前

確認を受けなければならない。 

（交付の条件） 

第７条 この補助金は、次の各号に掲げる事項を条件として交付するものとする。 

(１) 事業の内容、経費の配分又は執行計画の変更（次条の規定による軽微な変更を除

く。）をする場合には、市長の承認を受けること。 

(２) 事業を行うために締結する契約は、受注者の選定等適正な手続により行わなけれ
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ばならない。 

（補助金の交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者は、前条の規定に基づき事前確認を受けた場合

には、市規則第４条第１項の規定に基づく補助金交付申請書（市規則様式１号及び様式

２号）に次の各号に掲げる書類を添付して市長に提出するものとする。 

(１) 収支予算（決算）書（様式第１号） 

(２) 森林管理道等緊急整備事業計画（実績）書（様式第２号） 

(３) 位置図・計画（実測）図（様式第３号） 

(４) その他市長が必要と認めた書類 

（軽微な変更の範囲） 

第９条 第７条第１号に規定する軽微な変更は、補助対象経費に20パーセント以上の増減

を生ずる変更以外の変更とする。 

（事業が予定期間内に完了しない場合の報告） 

第10条 市規則第６条第１項第４号の規定により市長の指示を求める場合は、事業が予定

の期間内に完了しない理由又は事業の遂行が困難となった理由及び事業の遂行状況を

記載した書類を市長に提出するものとする。 

（補助金交付決定時の条件） 

第11条 市長は、補助金の交付を決定する場合において、事業者に対して次に掲げる条件

を付するものとする。 

(１) 事業の完了年度の翌年度から起算して５年以内に森林作業道の全部又は一部を

転用若しくは用途変更する場合（森林作業道の施行地の売渡し、譲渡又は賃借権、地

上権等の設定の後、転用若しくは用途変更する場合を含む。）は、あらかじめ市長に

その旨を届け出るとともに、当該転用等に係る補助金相当額を返還すること。ただし、

当該転用等が、公用、公共、天災地変その他やむを得ない事情による場合は、補助金

相当額の返還の要否について市長と協議するものとする。 

(２) その他市長が必要と認める事項を遵守すること。 

（変更申請） 

第12条 補助金の交付決定を受けた者が、当該申請の内容に軽微な変更以外の変更又は中

止しようとするときは、市規則第11条の規定に基づく補助金等変更交付（中止・廃止）

申請書を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（実績報告書） 

第13条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを

含む。）は、市規則第14条の規定に基づく補助事業等実績報告書（市規則様式７号及び

様式２号）に次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(１) 収支予算（決算）書（様式第１号） 

(２) 森林管理道等緊急整備事業計画（実績）書（様式第２号） 

(３) 造林・間伐等施業予定（開設年度から３年間）計画書（様式第４号） 

(４) 他の補助を受けたことを証明する書類等の写し 

(５) 出来形（県査定後）設計図書一式 

(６) 事業施工後の写真（様式第５号） 

(７) その他市長が必要と認める書類 

（検査実施及び事業審査） 

第14条 市長は、前条の規定により申請のあった事業の検査及び審査を実施する。 

（その他） 

第15条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 
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附 則 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年４月１日告示第128号） 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

  附 則（令和８年６月19日告示第121号） 

この告示は、令和８年６月19日から施行し、令和８年４月１日から適用する。
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様式第１号（第８条、第13条関係） 

 
様式第２号（第８条、第13条関係） 
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様式第３号（第８条、第13条関係） 

 
様式第４号（第13条関係） 
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様式第５号（第13条関係） 

 


